
の開発と並んで、宇宙天気の迅速な現況把握が不

可欠な要素であり、様々な観測値のリアルタイム

でのデータ収集・高次データ処理の高速化などが

重要な課題となっている。

宇宙天気のうち主要なものの 1 つが、通信・放

送・測位に影響を与える電離圏の様々なじょう乱

現象である。電離圏嵐の発達や太陽フレアの発生

により、短波帯の通信途絶が生じることはよく知

1 はじめに

人間の作った宇宙や地上の基幹システムに影響

を与える宇宙環境の変動を、地上の天気とのアナ

ロジーで「宇宙天気」と呼んでいる。その社会的影

響を軽減する試みとして行われているのが、宇宙

天気予報システムの研究開発（例えば、［1］）である。

この予報システムにおいては、予報アルゴリズム
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3-3-3 TECの実時間導出とバイアス推定
3-3-3  Derivation of Near Real-time TEC for Monitoring

Ionospheric Disturbances

三宅　亙　 陣　英克
MIYAKE  Wataru  and  JIN  Hidekatsu

要旨
GPS 受信網の整備とデータの早期公開により、電離圏全電子数（TEC）の定常的なモニタリングが可

能となっている。情報通信研究機構では、国土地理院の GEONET データから迅速にTECを導出するシ

ステムを開発し、2005 年以降、日本上空の電離圏の定常的な監視に利用している。この監視システム

は、TEC 確定値からのずれが 1 － 2 TEC unit 以内で、1 度に 3 時間分のデータを、1 － 3 時間程度の

時間遅れで、日本上空の TEC の値を 5 つの緯度帯に分けて、提供・表示するものである。さらに、

2008 年以降は、日本全土の TEC 値のマップ形式での表示が加えられ、細かい空間構造をもつ現象の

検出も可能となっている。この監視システムは、電離圏嵐をはじめとするさまざまな電離圏じょう乱

の発生・伝播・衰退をモニターするのに優れ、きわめて有効である。現在は太陽活動が低調で、大き

なじょう乱現象は起きていないが、次期太陽活動極大期において、その活用が期待される。このリア

ルタイム TEC のプロットと 2 次元マップは、http://wdc.nict.go.jp/IONO/ にて公開されている。

We have developed a system of the rapid derivation of the total electron content (TEC) of the
ionosphere from GEONET (a dense GPS receiver network in Japan), which offers unique
opportunities for a permanent monitoring of the ionosphere. The latest TEC values (with a delay of
1－ 3 hours) are obtained every 3 hours, and most of the values are within 1－ 2 TEC units of the
actual TEC. We have found the system quite powerful for continuously monitoring the progress of
ionospheric storms. In addition to the plot of TEC temporal variation at 5 latitude regions over
Japan, we have used a two-dimensional TEC map since 2008. The TEC map can detect the
ionospheric disturbances over Japan, including large-amplitude traveling ionospheric disturbances,
and plasma bubbles intruding over Japan, with high resolution. The development of the near real-
time monitoring system of TEC enables us to monitor large ionospheric disturbances, ranging from
global- to small-scale disturbances, expected in the next solar maximum. The plot and maps are
open to the public and are available on http://wdc.nict.go.jp/IONO/.

［キーワード］
電離圏全電子数，実時間モニタリング，電離圏嵐，計器バイアス
Total  electron  contents,  Real-time  monitoring,  Ionospheric  storms,  Instrumental  bias
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らの手法では衛星バイアスと受信機バイアスが分

離・区別されてはいなかった。

これに対し、Ma and Maruyama［6］は、1 日分

の GEONET データの統計的な処理により、この

2 種のバイアスを分離して TEC とともに導出す

るアルゴリズムを開発した。日本全土の上空を、

図 1 に示したような 2˚× 2˚ の緯度経度の 32 領
域に分割し、各領域の中では TEC の値は一様で

あると仮定した。また、衛星バイアスと受信機バ

イアスは、1 日のうちには変化せず一定値をとる

とした。このアルゴリズムは、1997 年以降の

GEONET データに適用され、32 領域における 15

分ごとの TEC の値、1 日ごとの各々の衛星バイ

アスと各々の受信機バイアスが導出され、データ

ベース化されてきた。導出された TEC のデータ

は、電離圏嵐などの研究に使用され、多くの成果

をあげてきた（例えば、Maruyama et al.,［7］）。

Ma and Maruyama［6］のアルゴリズムは TEC

を正確に求めるものであるが、1 日分の

GEONET データ蓄積と多くの計算時間を要し、

リアルタイムでの TEC の導出には適したもので

はなかった。衛星バイアスと受信機バイアスは、

時間とともに変化していくが、数日程度では、そ

の変動は小さいことがMa and Maruyama［6］によ

り確かめられている。Miyake［8］は、この事実に

られている。スポラディック E 層の発生により、

VHF 帯の電波までが異常伝播し、防災無線やテ

レビ放送に混信を引き起こすことがある。さらに、

近年になって重要視されているのが、GPS 衛星な

どを利用した衛星測位における影響である。電離

圏全電子数（Total Elentron Content：TEC）の上

昇は衛星―地上間の電波伝播遅延を引き起こし、

また、電子密度の不規則構造はシンチレーション

を発生させたりする。

この報告においては、電離圏の重要なパラメタ

である TEC の準リアルタイムでの導出システム

と、それを利用した日本上空の電離圏じょう乱の

監視について紹介する。欧米ではすでに、準リアル

タイムでのTECの導出・監視システムが実用化さ

れており、一般にも公開されている（例えば、［2］［3］）。

ここで紹介するのは、情報通信研究機構が独自に

開発した、日本で初めての類似のシステムである。

この準リアルタイム TEC による電離圏監視シス

テムには、従来のイオノゾンデ観測にはない特徴

があり、両者を合わせて補完しあうことにより、

強力な電離圏監視体制が構築されている。

2 準リアルタイムTECの導出

2.1 導出手法

GPS 衛星から地上への電波伝播は、途中で通過

する電離圏の全電子数（TEC）により、伝播速度に

遅延が生じる。遅延時間は周波数の自乗に逆比例

するため、TEC の値は 2 周波 GPS 観測値の伝搬

遅延から算出することができる。しかし、2 周波

の信号には各々異なった計器遅延バイアスが存在

し、TEC の計算精度に大きく影響する。した

がって、TEC の導出には、計器バイアスの見積

もりが不可欠になる。計器バイアスは、衛星ごと

に異なる衛星バイアスと受信機ごとに異なる受信

機バイアスの両者からなる。

GPS 衛星バイアスと受信機バイアスの見積もり

手法に関して、世界各国で多くの研究がなされて

きた。日本においては、国土地理院が設置した

GPS Observation Network（GEONET）［4］の GPS

受信機が日本各地に数多くある。そのデータから、

Otsuka et al.［5］は計器バイアスを見積もり、TEC

の絶対値を導出し、0.15˚×0.15˚ の緯度経度の分
解能でTEC2 次元マップを作製した。しかし、彼

図1 TECと受信機・衛星バイアスを導出するた
めの2˚×2˚のメッシュ
準リアルタイムTECプロットで使用した5つの緯度
帯（45˚、41˚、37˚、33˚、29˚）を矢印で示す。
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ルゴリズムで数日前のデータを用いてあらかじめ

求めておいたバイアス値を適用して、TEC がほ

ぼリアルタイムで求められるようになった。国土

地理院より ftp された GEONET データからは、

通常の PC を使用して、10 分以内の処理時間で

TEC が導出される。

2.2 準リアルタイムTECの誤差評価

導出されたリアルタイム TEC の値は、数日後

にMa and Maruyama［6］のアルゴリズムで厳密に

求められた TEC の値と比較することができる。

そのような比較の例を図 2 に示す。上から順に、

図 1に矢印で示した 5つの緯度帯、45˚、41˚、37˚、
33˚、29˚における 4 日間の TEC の変動をプロッ
トしたものである。縦軸は TEC unit（×1016

electrons/m2）であり、準リアルタイム TEC を赤

線で、後日に求めた厳密なTEC を黒線で示した。

4 日間にわたって、特にじょう乱もなく、静穏時

の日変化を繰り返した時期であるが、準リアルタ

イム TEC の値は厳密な値と大差なく推移してお

り、モニタリングシステムとしては十分な精度で

あることがわかる。

着目し、2 －3 日前のバイアスを使用して、TEC

を迅速に求めることに成功した。個々の GPS 衛

星と受信機のバイアスが分離決定され、すべて既

知であれば、どのような衛星－受信機の組み合わ

せに対しても、TEC は以下の式から簡単に導出

される。

TEC＝（TECS－Br－Bs）cosχ （1）

ここで TECS はその衛星－受信機ペアで計測

される電波伝播経路上の slant TEC、Br はその受

信機バイアス、Bs はその衛星バイアス、χは衛
星天頂角である。この（1）式から TEC を導出す

るには、全ての Brと Bs が決定されている必要が

あり、Ma and Maruyama［6］のアルゴリズムによ

る Brと Bs の導出の基盤の上に、ここで述べる手

法は可能となったのである。

一方で、それまでは、1 日分の GEONET デー

タが 2 －3 日遅れで公開されていたものが、3 時

間ごとに直近の 6 時間分の速報値が即時公開され

るようになった。これにより、この速報値を直ち

に ftp により取得し、Ma and Maruyama［6］のア

図2 準リアルタイムで導出されたTEC（赤線）と後日厳密に求められたTEC（黒線）の比較

上のパネルから45˚、41˚、37˚、33˚、29˚の緯度帯についてである。
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に注目し、衛星の移動によるデータ数の増減と

TEC の誤差との対応関係を調べても、データ数

が少ない場合に TEC の誤差が大きい場合が出て

くることが確認されている。

3 TEC導出システムの経年変化

2005 年から現在まで 4 年間にわたり、準リア

ルタイム TEC 導出システムが連続稼働され、電

離圏監視に利用されてきた。ここでは、その 4 年

間の経年変化について簡単にまとめておく。まず、

前述した 5 つの緯度帯での準リアルタイム TEC

の値と厳密な値との差の、4 年間にわたる推移を

図 4 に示す。それぞれの年の前半・後半の半年間

について、差の自乗平均をとったものである。ほ

ぼ、1－2 TEC unit の誤差で推移していることが

分かる。また、緯度別にみると、誤差の大小関係

は、どの期間でも同じで、緯度帯 45˚が最も大き

図 3 には 2005 年後半の半年間の準リアルタイ

ム TEC の値と厳密な値との差を統計的に調べた

結果を示した。前述した 5 つの緯度帯に分けて、

誤差の頻度分布をみたものであるが、どの緯度帯

においても、誤差はおおむね± 1－2 TEC unit 以

内に収まっていることがわかる。ここで誤差とは、

準リアルタイム TEC の値から厳密な値を差し引

いたものと定義した。この誤差分布の自乗平均を

求めてみると、高緯度から順に、2.3、1.6、1.0、

1.2、1.7 TEC unit となり、中間の緯度帯 37˚で最
小となる。単純に考えると、この緯度帯に設置さ

れている受信機のバイアス変動が小さいからと解

釈されるが、受信機バイアスを調べてみると必ず

しもそうとは言い切れない。むしろ、この誤差に

大きな影響を与えているのは、各緯度帯（2˚× 2˚
の各領域）に含まれる受信機の数と考えられる。

それぞれの緯度帯に含まれる TEC のデータ数

は、衛星の位置が移動するに従い、時々刻々変化

しているが、基本的には地上に設置された受信機

数によっている。図 2 と図 3の TEC は、各時刻

においてそのデータ数で割った平均値である。

個々の受信機バイアスは、数日の間に正に変化す

るものもあれば負に変化するものもあり様々であ

る。式（1）から明らかなように、受信機バイアス

Br が正（／負）にずれれば、その分だけ TEC は

負（／正）に誤差が出る。その領域のデータを与え

る受信機数が 1 ならば、その受信機バイアスの誤

差がそのままその領域の TEC の誤差となる。し

かし、仮に、もう 1 台受信機があり、その受信機

バイアスの誤差が逆符号ならば、TEC の平均値

をとる段階で 2 台の受信機バイアスの誤差の効果

は相殺され、TEC の誤差は小さくなる。受信機

の数が多ければ多いほど、この相殺の結果はゼロ

に近くなるが、受信機数が小さいと、この相殺が

うまく働かない場合（すなわち、バイアスのずれ

が同符号に偏る場合）がでてくると予想される。

実際に各領域での平均をとるデータ数を調べて

みると、図 3 の期間の場合、もっとも誤差が小さ

い緯度帯 37˚の各領域では平均データ数は 33 で
あるのに対し、緯度帯 45˚では 15 と半数以下で
ある。これは地上の受信機数を反映している。受

信機数が多い本州中部では、統計的な効果により、

ずれたバイアス値を採用したことによる TEC の

誤差が抑えられている。さらに、ある 1 つの領域

図3 2005年後半の6ケ月間について、準リア
ルタイムで導出されたTECと後日厳密に求
められた TECの差の頻度分布を5つの緯
度帯で示した。ほぼ2TEC unit以内に誤差
は収まっている。
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縦軸の単位は TEC unit である。黒線が 2 日間の

変動、赤線が 5 日間の変動を表わす。衛星と受信

機、双方のバイアス値はともに日がたつにつれて

ずれが大きくなり、赤線が黒線よりも大きい。

この準リアルタイム TEC の導出システムの運

用が開始されたばかりの 2005 年後半は、国土地

理院の GEONET のサーバーや、当機構内のネッ

トワーク、そしてこの導出システム自体の運用が

安定しない等、種々の要因が重なり、導出システ

ムで使用されたバイアス値は、最も多い場合で 3

日前、平均では 4.8 日前のものを使用していた。

これに対し、これらの不安定要因は次第に解消さ

れ、2007 年前半では、導出システムで使用された

バイアス値は、最も多い場合で 2 日前、平均でも

3.0 日前のものとなっている。したがって、図 5

の 2 つの色の線の間にほとんどのバイアスのずれ

が収まるとみてよいことになる。

図 4と図 5 を比較すると、全ての緯度帯で共通

に、準リアルタイム TEC の値と厳密な値との差

の 4 年間にわたる増減は、衛星バイアス変動の経

年変化と類似していることに気づく。これに対し、

受信機バイアス変動の経年変化と対応しているよ

うには見えない。（1）式から分かるように、衛星

バイアスのずれは、すべての緯度帯のデータに、

等しく一定の誤差として入ってくる。また、1 度

に観測される衛星は多くても 3 つ、少ない場合は

1 つであり、個々の衛星バイアスの誤差が、多く

の同時観測データを平均することにより相殺され

る効果は期待できない。これが受信機バイアスに

起因する誤差との大きな相違点となる。

この準リアルタイム TEC 導出システムの特徴

は、異なる日の衛星・受信機バイアスを採用した

ことにあり、これでリアルタイム導出が可能と

なった。一方で、異なる日のバイアスを使用した

ことにより生じる TEC 導出の誤差に関しては、

以下のようにまとめられる。

（1）準リアルタイム TEC の誤差は、おおむね

1－2 TEC unit である。

（2）個々の受信機バイアスの変動が様々である

ため、本州中央部のように受信機数の多い

領域では、受信機バイアスの変動の効果は

平均をとれば相殺し、準リアルタイム TEC

の値には、わずかな影響しか及ぼさない。

（3）本州以外の領域では、受信機数が少ないた

く、緯度帯 37˚が最も小さい。これは、前述した
ようにこの誤差の大小関係が各緯度帯の受信機数

を反映したものならば、当然である。さらに、す

べての緯度帯で、2007 年前半までは誤差は比較的

大きく、2007 年後半以降、誤差は減少する。この

ような全緯度帯における同時の変化は、受信機側

の原因では考えられず（受信機バイアスの変動は

それぞれの受信機で様々であり、全国で一致した

変動は考えにくい）、なにか別の理由があるはず

である。

図 5 に、衛星バイアス（実線）と受信機バイア

ス（破線）の変動の 4年間の推移を示す。半年間に

わたって、全ての衛星と全国の全ての受信機につ

いて、各々の変動の自乗平均をとったものである。

図4 準リアルタイムで導出されたTECと後日厳
密に求められた TEC の差の自乗平均を 4
年間にわたって5つの緯度帯について示し
た。縦軸の単位はTEC unitである。

図5 衛星バイアス（実線）と受信機バイアス（破
線）の変動の自乗平均の4年間の推移

黒線が2日間の変動、赤線が5日間の変動を表わす。
縦軸の単位はTEC unitである。
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均的日変化を求める。2006年 12月 12 日から 15

日までの 4 日間のデータについて、図 6 にその例

を示す。一番上のパネルは地磁気活動の Kp 指数

を示し、以下の 5 つのパネルは、図 2 と同じく、

5 つの緯度帯（45˚、41˚、37˚、33˚、29˚）の準リア
ルタイム TEC の値を示している。縦軸は TEC

unit（×1016 electrons/m2）であり、黒い破線が平均

的日変化、赤い実線が観測値である。1－ 3 日目

は、各緯度帯ともに、2 つの線がほぼ重なってお

り、特にじょう乱もなく、平均的な日変化をして

いたことが分かる。4 日目になり、全緯度帯で観

測値が平均値よりも大きく上昇し、突発的な変動

が発生したことが明瞭である。Kp 指数と比較す

ると、この TEC の異常な増大が、地磁気活動の

活発化に対応していることがわかる。

磁気圏のじょう乱に伴い、極域オーロラ帯への

め、この相殺の効果が十分ではなく、誤差

が大きく出る傾向がある。

（4）衛星バイアスの影響については前述の相殺

効果はなく、その変動がそのまま準リアル

タイム TEC の誤差になる。準リアルタイ

ム TEC の誤差の経年変化は衛星バイアス

変動の大きさを反映したものとなっている。

4 電離圏じょう乱の監視

4.1 電離圏嵐

電離圏の変動には、太陽活動、季節、日変化な

どの定常的変動と、地磁気じょう乱に伴う電離圏

嵐などの突発性の変動がある。定常的変動成分か

ら突発性の変動を分離表示するため、直近の 7 日

間のデータについて同時刻での平均値をとり、平

図6 地磁気じょう乱時に正相電離圏嵐が発生したときのTEC変動の例
最上段はKp指数であり、以下、5つの緯度帯についてTECの変動を4日間にわたって示した。
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アルタイム TEC には存在せず、常時、電離圏 F

領域の連続監視が可能となっている。

地磁気じょう乱が発生した時、正相電離圏嵐が

起こるか、あるいは負相電離圏嵐が起こるかは、

長年の研究にもかかわらず、いまだ正確に予測す

ることはできていない。現状で我々に可能なこと

は、リアルタイムで電離圏嵐の発生と発達を監視

し、早期の警報を出すことである。また、電離圏

嵐は、正相と負相が途中で入れ替わる例もあり、

その推移を注意深く連続して監視する必要があ

る。この点からも、リアルタイム TEC により、

他のじょう乱現象の同時発生・重累に関係なく、

電離圏嵐による F 領域の変動の連続監視が可能

となったことには大きな意義がある。

4.2 その他のじょう乱現象の例

電離圏嵐以外のじょう乱現象としては、赤道異

常の発達や、移動性電離圏じょう乱、プラズマバ

ブルなどが、このリアルタイム TEC のモニタリ

ングシステムでとらえることができる。図 7 は赤

道異常が発達し、日本の緯度帯でも TEC の増加

が観測された例である。図 6 と同様に、一番上の

パネルが Kp 指数、以下の 5 つのパネルが 5 つの

緯度帯の TEC の変動を赤の実線で、直近 7 日間

の平均的な日変化を黒の破線で示している。図 6

の地磁気じょう乱に伴う電離圏嵐の場合とは異な

り、Kp 指数は 4 日間を通じて、低いままである。

一方、TECは 4 日目に最南端の 29˚ で異常な増加
がある。これは赤道異常の発達によるもので、こ

の緯度帯にまで赤道異常が張り出した事例であ

る。

図 6 と図 7 に示したのは、同一緯度帯（幅 2˚）
に入る TEC の平均値であるが、個々の値を表示

した例が図 8 と図 9 である。受信機－衛星の視線

に沿って電離圏高度（350 km）に投影した位置に

点を打ち、色で TEC の値を示した。座標は地理

的な緯度・経度である。電離圏嵐のように広い範

囲で同時に変動が起こり、平常値からのずれで識

別できる現象は、図 6 や図 7 のような表示がわか

りやすい。しかし、空間的スケールが小さく、局

所に限られた現象では、図 8 や図 9 のような 2

次元マップ表示が有効である。GEONET の受信

機網は非常に密度が高く、このような局所的な現

象の検出に優れている。このようなマップは 5 分

エネルギー入力は増大し、超高層大気の大規模な

変動を引き起こす（例えば、［9］［10］）。N2などの分

子密度の増大が中・低緯度まで及ぶと、F領域で

の主イオンである O＋との間で解離再結合反応が

加速され、電離圏の電子密度は低下し、負相電離

圏嵐となる。短波帯の使用可能な最大周波数

（MUF）は低下し、通信途絶となる。一方、極域

から赤道に向かう風が増大したり、東向きの電場

が増大したりするとき、電離圏は上方へと持ち上

げられる。高度が上昇すると O＋を消滅させる N2

などの分子の密度が低下するため、再結合が起き

ず、日照の条件下では電子密度は上昇する。これ

が正相電離圏嵐である。

電子密度の高度についての積分値である TEC

は、基本的には、電子密度のもっとも大きい F領

域の電子密度の増減をそのまま反映して変動して

いる。図 6 の 4 日目で生じた TEC の増大は、ま

さに、正相の電離圏嵐であり、3 日目の後半から

Kp 指数が増大し、大きな地磁気じょう乱が発生

し、これに対応して、電離圏の TEC が日照条件

下で、異常に増大したわけである。ここでは例は

示さないが、負相電離圏嵐の発生も、準リアルタ

イム TEC のこのプロットで平均的日変化からの

ずれにより、同様に監視が可能であり、Miyake［8］

に具体例がいくつか紹介されている。

この準リアルタイム TEC による電離圏監視シ

ステムには、いくつかの利点がある。準リアルタ

イム TEC 以外による監視方法としては、イオノ

ゾンデによる観測があり、この準リアルタイム

TEC の監視システムが稼働する以前から、長く

使用されてきた。イオノグラムからは電離圏臨界

周波数（foF2）をはじめとして多くの電離圏に関す

る情報がもたらされ、きわめて有効な観測手段で

ある。しかし、その一方で、いくつかの弱点も存

在する。日本においては、夏季を中心としてスポ

ラディック E層が頻繁に発生する（例えば、［11］）。

そのようなときは、F層からのエコーが得られず、

電離圏嵐が発生・発達している状況でも、その現

況が把握できない場合がよくある。また、X線フ

レアによる短波帯の異常吸収（SWF）が発生して

いる状況下でも、F層からのエコーは得られない。

また、短波帯の通信の混入により、エコーの読み

取りに障害も起こりえる。GPS 衛星からの送信波

は、はるかに周波数が高く、これらの影響は準リ
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る。ここでは示さないが、従来の図 6、7 のよう

な 5 つの緯度帯での TEC プロットでは、この波

状構造とその伝播の様子は把握できない。極域へ

のパルス的なエネルギー流入・加熱による大気膨

張は、しばしば、赤道方向へ向かう伝播性の大気

じょう乱を発生（例えば、［13］）する。この大規模な

大気重力波は、電離圏高度の増減や、大気光強度

増減や、TEC の増減の波状構造として観測され

ることになる。この波状構造の波長は数百 kmで

あり、中規模 TID と呼ばれるものである。通常

の TID の振幅は小さく 1 TEC unit 以下である。

それに対し、この現象では異常に大きい振幅であ

ることが分かる。

プラズマバブルは赤道域に発生し、プラズマ密

度の大きな空間勾配を持つ密度減少の構造であ

毎に 1 枚作成され、現象の時間発展を細かく追跡

できる。2008 年以降、このマップ表示が追加され、

そのアニメーションとともに、一般にも公開され

てきた。しかし、今までのところ太陽活動極小期

であるため、目だった異常現象は生じていない。

そこで、このリアルタイム TEC 導出システムに

よるマップ表示を、前極大期に起こった異常現象

のときの GEONET データに適用し、どのように

現象の発展が追えるかを調べてみた。

図 8 に示したのは、大振幅の移動性電離圏じょ

う乱（Traveling Ionospheric Disturbances：TID）

（例えば、［12］）の例である。北西－南東方向に波

面を持つ TEC の構造が存在している。前後の時

刻を見ると、この波状の構造は、北海道付近にあ

らわれて、南西方向に伝播していったことが分か

図7 赤道異常が発達し、緯度29（̊最下段）でもTECの増大が観測された例

図のフォーマットは図6と同じである。
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矢印で示した領域で TEC が減少しているのがわ

かる。日本には 4 か所のイオノゾンデの観測所が

あり、その上空にプラズマバブルが存在すればス

プレッド F として検出可能である。しかし、こ

の現象例では、ちょうど国分寺と山川の 2 つの観

測所の間にプラズマバブルが位置しており、イオ

ノゾンデでは観測できていない。日本全国を切れ

目なく高密度でカバーする GEONET 受信機網に

基づいた、2 次元の TEC マップによってこそ、

このようなプラズマバブルの日本上空への侵入の

常時監視が可能となる。ここで紹介したような

TECの 2 次元マップ表示による電離圏じょう乱の

モニタリング例に関しては、Miyake and Jin［18］に

詳しく述べられている。

る。プラズマバブルは、F層下部で日没後に沿磁

力線構造として発達し、上部電離層へと上昇して

いく。特殊な場合には、赤道での高度で 2000 km

にも達し、このときその磁力線沿いの構造は日本

の緯度帯にまで及ぶことになる［14］［15］。プラズマ

バブルの側面では、その密度勾配が原因となり、

より細かい不規則構造が発生し、衛星から地上へ

の電波にシンチレーションを発生させ、宇宙環境

擾乱の悪影響の最も深刻なものの 1 つである（例

えば、［16］）。このため、情報通信研究機構におい

ても東南アジア地域に観測網を展開し、その発

生・伝播機構を解明し、予測技術の開発へとつな

げる研究が進行中である［17］。

図 9 に示したのは、日本上空にまで侵入してき

たプラズマバブルに伴う TEC 減少の例である。

図8 日本上空を西南方向へ伝わる大振幅の伝播性電離圏じょう乱の例
色はTECの値を示し、右下のバーがスケールを与える。
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を近隣の基地局から導出して位置補正するシステ

ムも存在するが、同様に TEC の強い空間勾配が

存在する場合は、基地局の補正情報は大きな誤差

を含むことになる。短波通信の社会システムにお

ける比重の低下もあり、今後の電離圏監視の重点

は、図 8 と図 9 で示したような TEC の大きな空

間勾配を持つじょう乱現象へと移っていくであろ

う。そのような局在化した電離圏じょう乱の構造

を把握するには、従来の国内 4 か所のイオノゾン

デによる観測では不十分であり、リアルタイム

TECの 2 次元マップによる監視が必須となる。

現在のリアルタイム TEC のモニタリングシス

テムが本格的に稼働を開始して以来、太陽活動の

極小期となっており、特に大きな電離圏じょう乱

は発生していない。しかし、太陽活動サイクル 24

の極大期は目前であり、そこで発生する様々な異

常現象に対して、我々の監視システムは十分な力

を発揮するものと期待している。なお、これらの

リアルタイム TEC のプロットと 2 次元マップ

は、http://wdc.nict.go.jp/IONO/index.html にて公

開されている。
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5 おわりに

過去の電離圏監視・予報の重点の 1 つは、負相

電離圏嵐の発生であり、短波帯の使用可能な最大

周波数（MUF）の低下による通信途絶が大きな関

心事であった。最近の電離圏についての関心事は、

衛星航法への影響である。TEC が衛星航法に与

える影響としては、電波の伝播遅延と、電離圏シ

ンチレーションによる衛星電波のロックはずれが

あげられる。後者は空間的に強い TEC の勾配が

存在するときに発生しやすい。また、伝播遅延量
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